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第 1 章  はじめに 
 




















るためであるとする産業組織論（Kindleberger, 1969; Hymer, 1976）、市場の不完全性を
回避しようとするためであるとする内部化理論（Buckley & Casson, 1976; Casson, 1979; 
Calvet, 1981; Rugman, 1981; Hennart 1986; Buckley, 1988b）、アメリカをはじめとする
先進諸国の企業間の価格競争の結果として開発途上国にプラントを移転するとするプロダ







2005, 訳書: 28）、第 2 次世界大戦後の 1945 年から 1960 年代の半ばまでは、アメリカ企
業が全世界で行われる直接投資の 85%を占めるほどの世界最大の投資国であったからで






緒に三極体制を構成した（Jones, 2005, 訳書: 45）。その後、海外子会社設立の後発国とし
て、ヨーロッパからはイタリアやスペイン、ほかの地域からは、香港、シンガポール、韓




そこでは、発展途上国や新興国の企業（Buckley et al., 2007; Luo & Tung, 2007; Peng, 
Wang & Jiang, 2008; Guillén & García-Canal, 2009; Andreff & Balcet, 2013）、相対的に
規模の小さい企業（Lu & Beamish, 2001; Kuo & Li, 2003; Hollenstein, 2005; Vachani, 
2005）、設立し数年以内の企業（McDougall, Shane & Oviatt, 1994; Knight & Cavusgil, 




する効果があることが報告されているように（Guillén, 2002; Chan, Makino & Isobe, 











































とができると考えられる（Chan, Makino & Isobe, 2006; Böckem & Tuschke, 2010; 磯
辺・牧野・チャン, 2010）。 
 























& Mixon, 2004: 241）。 
新制度論では、企業は、経済性や効率性の基準に従い行動するばかりでなく、企業を取
り巻く制度環境とのかかわりを意識した正当性の基準にも従い行動すると仮定される
（DiMaggio & Powell, 1983）。効率性と正当性という表裏一体の概念は、研究者によって
表現の違いはあるものの、企業行動に影響を与えるメカニズムを説明しようとする最近の
研究において試みられるようになってきた（DiMaggio & Powell, 1983; Oliver, 1991, 
1997; Deephouse, 1996; Scott, 1995; 牛丸 , 2000; Kennedy, 2002; Barreto & 
Baden-Fuller, 2006; Chan, Makino & Isobe, 2006; Lieberman & Asaba, 2006; Delios, 




































第 3節 本論文の構成 
 
 本論文の構成は次のとおりである（図表 1-1）。 











ついて検討する。そして、第 2 章と第 3 章での理論的検討に基づき、本論文における分析
モデルを提示する。 
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第 4 章では、日本の製造企業を対象に、海外子会社設立および撤退に関する決定要因を 



















第 2 章  海外子会社設立の決定要因に関する先行研究のレビュー1 
 
海外投資のはじまりは、イギリスの東インド会社やオランダの貿易商人たちが香辛料を














                                                   
1 本章の記述の多くは、金（2010）に基づく。 
15 
ローチは、いくつかのテーマに分けられる。たとえば、参入形態（Kogut & Singh, 1988; 
Agawal & Ramaswami, 1992; Chang & Singh, 1999; Chang & Rosenzweig, 2001; 
Brouthers & Brouthers, 2003; López-Duarte & Vidal-Suárez, 2010）、立地選択（Benito 
& Gripsrud, 1992; Chen & Chen, 1998; Cheng & Kwan, 2000; Li & Hu, 2002; Liu, 
2006; Flores & Aguilera, 2007; Aw & Lee, 2008; Duanmu, 2012; Du, Lu & Tao, 2012）、
スピル・オーバー（Jaffe, 1986; Schmitz, 1999; Cantwell & Piscitello, 2002; Yiu & 
Makino, 2002; Crepso & Fontoura, 2007）、カントリ ・ーリスク（Aulakh & Kotabe, 1997; 
Meldrum, 1999; Thomas & Grosse, 2001; Schnitzer, 2002; Zhao, Luo & Suh, 2004; 











社を直接運営するのは、国内市場での競争を排除するため（Aharoni, 1966; Hymer, 1976）、




& Mattsson, 1987; Herbert, 1989; Shan & Song, 1997; Frost, 2001）といった要因に起因
する。 
企業の海外市場への進出動機に注目するこれらの研究は、海外子会社設立を含む企業の
                                                   
2 輸送技術や通信技術の発達とグローバル化が進展するにつれ、次第に海外に子会社を有す
る企業は必ずしも巨大多国籍企業とは限らなくなってきた。中小企業の参加やボーン・







第 1節 産業組織論的モデル 
 
 産業組織論（industrial organization theory）は、経済を産業レベルで分析する経済学
の応用分野の１つである。産業組織論では、寡占または独占の原因や結果を産業レベルで
分析し、ときには独占禁止法のような政策の制定にも影響を与えてきた。 















1.  海外子会社設立に対する中心的概念 
海外子会社設立を通じた企業の直接投資活動は古くは 17世紀ごろから行われていたが、
そのような企業活動を説明する明確な研究は Hymer（1976）がはじめとされる3。Hymer
                                                   
3 寡占理論の古典とされる Hymer（1976）の“The Interantional Operation of National 














（Hymer, 1976, 訳書: 1）。 
 
2.  Hymerの命題 
Hymer（1976）は、企業が海外に子会社を設立し、そこで事業を展開することについて、
「支配」の概念を取り入れ直接投資の概念を定立し、企業が海外子会社を支配する理由を
大きく 2 つとりあげる5。1 つは、当該企業とほかの企業との間に生じる競争を排除するた
めであり、もう 1 つは、保有する優位性を有利に利用するためである（Hymer, 1976, 訳
書: 31-47）。 
                                                                                                                                                     
Massachusetts 工科大学での博士学位請求論文においてであり、Hymer 死後の 1976 年
に正式に出版された。本論文では、出版物として正式に出版された 1976 年を基準に表記
する。 
  ただし、研究者によっては Hymer（1960）と表記する場合や（長谷川, 1991; Chang, 
1995; Shaver & Flyer, 2000; 高中, 2001; Buckley, 2009; Cantwell, 2009; 牛丸, 2013; 
竹之内, 2013）、Hymer（1960/1976）のように併記する場合がある（Earley & Singh, 1995; 





訳書: 28, 34-35）。 
  多様化を小さい理由としてとらえたのは、多様化が必ずしも支配の意味を含むとは限




























（Hymer, 1976, 訳書: 35-47）。 
 




（Kindleberger, 1969, 訳書: 27）。海外で事業活動を行う企業は、その事業が遠隔の地で
行われるがゆえに追加的に発生する、出張費や連絡費のような経済的ロス、ならびに情報
や決議事項の伝達に要される時間的ロスだけでなく、誤解に基づく失敗というコストなど
を負担することになる（Kindleberger, 1969, 訳書: 27）。それに加え、進出しようとする
国の現地企業に比べ、その国で事業を運営するうえで欠かせない経済、政策、法律、言語、




りうる（Hymer, 1976, 訳書: 29）。すなわち、海外に子会社を設立する企業は、国境を越
えて海外で事業を行う企業にとってハンディ・キャップとして作用する「異邦人の不利
（liability of foreignness）」を被ることになる（Zaheer, 1995; Zaheer & Mosakowski, 
1997; Luo & Mezias, 2002）6。相対的に規模の小さい企業が海外に投資する場合に至って
は、国内で事業を行う時に比べ、外国で事業を行う際につきものである異邦人の不利に加
え、企業の規模や企業の設立年数といった生得の不利にも直面することになる（Ivanova & 




Hymer（1976）では、図表 2-1 に示す Bain（1956）の優位性の発生要因に関する研究
に基づき、企業の優位性創出の源泉について、①ほかの企業より低コストで生産要素を入
手できる能力、②より効率的な生産関数に関する知識ないし支配の保持、③優れた流通能
力、④製品差別化の能力が必要であるとした（Hymer, 1976, 訳書: 35-37）。 
また、Kindleberger（1969）は、企業に独占的優位性を与える源泉として、①不完全な
製品市場、②不完全な生産要素市場、③規模の内部経済性と外部経済性、④生産あるいは 




Roehl & Zeng（2002）、Luo, Shenkar & Nyaw（2002）、Sethi & Guisinger（2002）、
Elango（2009）、Schmidt & Sofka（2009）、Barnard（2010）、Yildiz & Fey（2012）
などを参照されたい。 
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図表 2-1 優位性の発生因に関する Bainの総括表 
１．既存企業に絶対的コスト優位性をもたらす典型的な要因 
  ① 特許あるいは企業秘密による生産技術の支配 
  ② より低価で購買できる生産要素市場の不完全性と、戦略的資源供給権の所有と支配 
  ③ 新規参入企業に対する、特定市場あるいは部分市場における生産要素の供給の制限 
  ④ 潜在的な新規参入企業に対し、より高い利子率を課する資金市場 
２．既存企業に製品差別をもたらす典型的な要因 
  ① 確立されたブランドと企業評判に対する購買者の蓄積された嗜好 
  ② 特許による優れた製品デザインの支配 
  ③ 優遇された販路の確立による販路の所有権と契約上の支配 
３．大規模企業が利益を持続することによって、新規参入を断念させる典型的な要因 
  ① 相当な市場シェアをもたらす大規模生産と大規模販売にともなう実質上の利益 
   （生産要素の利益） 
  ② 大規模生産にともなう金銭上の利益（貨幣上の利益） 
  ③ 大規模の広告やその他の販売促進にともなう実質上あるいは金銭上の利益 
原出所：Bain (1956: 15-16). 
出所：Hymer (1976, 訳書: 36-37), 第Ⅰ-8 表を修正。 
 





第 2節 プロダクト・サイクル・モデル 
 
プロダクト・サイクル理論（product cycle theory）は、プロダクト・ライフ・サイクル
（Product Life Cycle: PLC）に着目したモデルである。このモデルでは、製品のライフ・
サイクルの進展に沿って、製品の生産と消費の拠点が、所得水準の異なる国の間で変化す
ると説明される。 

























対的に所得の高くない発展途上国での消費量はほとんどないに近い（Vernon, 1966: 191- 






いては、Buckley & Casson（1985: 8）も指摘している。 
  いくつかの批判を受け Vernon（1979）自身によって修正されたプロダクト・サイクル・
モデルは、「イノベーションを基礎とした寡占（innovation-based oligopoly）」、「成熟寡
占（mature oligopoly）」、「衰退寡占（senescent oligopoly）」の 3 つの段階で構成され、
多くの多国籍企業が活動している寡占構造と新規企業による当該産業への参入阻止の試
みを強調するものとなってしまった（安田, 2002: 29）。 
































































1.  市場の不完全性の問題 
（1）市場の不完全性 
 経済活動と関連するこれまでの正統派理論の大前提は、利潤最大化と完全競争であった









imperfection）を認識するところにある（Rugman, 1981, 訳書: 24）。 
この市場の不完全性は大きく 2 つのタイプにわけることができる。1 つは、自然的な市




























 前項では企業を内部化に導く市場の不完全性について考察した。Buckley & Casson




セス全体において、中間財の流れを企業内部で処理することである（Buckley & Casson, 
2009: 1567）。 








に便益を与えることが可能なことを指す（金綱, 2009: 151）。 
 企業が、保有する知識を内部で利用するより、ほかの企業に売却したりライセンシング
したりする場合を考えてみよう。このような取引には、買い手と売り手の間、借り手と貸











ができる（Rugman, 1981; Dunning, 1988）。内部化理論は、企業がなにゆえ輸出あるい
はライセンスの供与ではなく、直接投資を選択するのかという問いに答えを提示する。 












対外直接投資を選択することになる9（Rugman, 1981, 訳書: 21-38; Rugman, Lecraw & 
Booth, 1985, 訳書: 158-190）。 
 
 
                                                   
9 これに対し、Buckley & Casson（1981）は、輸出、ライセンシング、FDI にかかるそれ
ぞれの固定費と変動費の影響を分析し、これらの海外市場への参入方式の選択基準を提
示した。固定費の低い順にそして変動費の高い順に、すなわち、輸出 → ライセンシン
グ → FDI の順に行わるという。 
27 
図表 2-3 対外直接投資決定プロセスのフローチャート 
 
出所：Rugman, Lecraw & Booth (1985, 訳書: 168), 図 6-1 を修正。 
 
2.  取引コスト 



































3.  限定合理性と機会主義 
取引コストを考慮する根底にあるのは、人間の行動仮説である、限定合理性（bounded 
rationality）と機会主義（opportunism）である（Williamson, 1975, 訳書: 35-65; 1985: 














                                                   
10 内部化理論は、Coase（1937）の定理を McManus（1972）が多国籍企業に応用したこ
とからはじまる。以降、内部化理論は大きく 2 つの流れに沿って展開された。1 つは、
Buckley & Casson（1976）、Rugman（1981）などイギリスのリディング大学（University 
of Reading）のを中心とするリディング学派である。もう 1 つは、企業の経済理論として、
Williamson（1975）が体系化した取引コスト学派であり、Teece（1981）、Hennart（1982）
などが代表的である（長谷川, 1989: 32; 山口, 1999: 42; 關, 2008: 47）。 
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訳書: 144-149）。このような限界のため、取引をする行為者は、事前にすべての取引条件
について正確な取り決めができない（Picot, Dietl & Franck, 2005, 訳書: 59）。その結果、
最善をつくしたとしても、せいぜいのところ不完全な契約しか作成できないのである
（Williamson, 1986, 訳書: 178）。このことは、その取引に対する思決定が合理的ではな
いことを意味するわけではない。行為者の意思決定は、限定された合理性の範囲内で意図







（Williamson, 1975, 訳書: 44；1986, 訳書: 178）。機会主義的行動とは、経済主体が悪知
恵をはたらかせて自己の利益を追求する戦略的行動（strategic behavior）のことを指す
（Williamson, 1975, 訳書: 44） 
企業は、取引の相手企業が情報の非対称性や一方的な依存関係を機会主義的に利用する






陳腐化されることもありうる（Buckley & Casson, 2009: 1567）。相手企業の機会主義的な
行動を放置すると、取引当事者間での衝突や紛争、もしくは関係の解消といった事態にま
で発展しかねず、取引が生み出すであろう潜在価値そのものが損なわれてしまう可能性も










（1979, 1988）により提唱された OLI パラダイム（OLI Paradigm）は、企業が海外に子
会社を設立するには 3 つの優位性を揃える必要があるとするものである13。3 つの優位性






 ただし、OLI パラダイムを構成する 3 つの優位は、その性質上、それぞれ完全に独立し




                                                   
11 OLI とは、OLI パラダイムを構成する 3 つの優位性のイニシャルの組み合せである。 
12 OLI パラダイム（OLI paradigm）モデルは、企業の国際的活動に関する主要な研究の 1
つとして、後続の研究が後を絶たない。 
  本論文でいう OLI パラダイム（Dunning & Lundan, 2008; Liang, Ren & Zhu, 2011）
は、Dunning 自身によってだけでなく、ほかの研究者たちによっても異なる名称で使わ
れる。 
  たとえば、「折衷理論（eclectic theory）」（Dunning, 1979, 1980; Hill, Hwang & Kim, 
1990; Brouthers, Brouthers & Werner, 1996; Dunning, 2001; Buckley, 2002）、「折衷パ
ラダイム（eclectic paradigm）」（Dunning, 1988, 1995, 2000, 2001; Guisinger, 2001; 
Singh & Kundu, 2002; König, 2003; Mudambi, 2003; Cole, 2007; Cole, Lee & 
McCullough, 2007; Buckley & Hashai, 2009; Narula, 2010; Rugman, 2010）、「折衷フ
レームワーク（eclectic framework）」（Brouthers, Brouthers & Werner, 1999; 
Enderwick, 2009）などと多様に呼称されている。 
  本稿では、用語に関する混乱を避けるため、OLI パラダイムと統一して表記する。 
13 Dunning（1979）は、かつて対外直接投資を説明するのに広く用いられていた国際資本
論（international capital theory）が 2 つの理由で説明できなくなったことを説明する。
その理由とは、第 1 に、FDI とは、資本の移動のほかに、ほかの経営資源の移転を伴う





1.  OLIパラダイムの構成要素 


























海外子会社設立を決定する場合がある（Agarwal & Ramaswami, 1992: 19-21）。それは、
進出国の市場において、その企業のプレゼンスを高めようとする長期戦略の一環と考えら 
32 






































原出所：Dunning (1979: 276), Table 2.














較検討し、立地先を選定する（Mudambi & Navarra, 2002）。その際、進出しようとする
国や地域にある競争企業の数、国民 1 人当たりの GDP、腐敗や汚職といった制度の未成
熟さも企業の収益率に影響を与える要因となる（磯辺・牧野, 2008: 39）。 
 さらに、進出しようとする国における政策の不確実性も、その国へのプラント設立を検
討する際、意思決定に負の影響を及ぼす（Henisz & Delios, 2001）。とりわけ、知的財産
権に対する制度の有無は、優位性をもつ企業が海外子会社設立を決定する際の重要な要因
となる。すなわち、自社の保有する知的財産権が保護できる制度の整備は、進出先として









その流れを汲んだ Buckley & Casson（1976）や Rugman（1981）による内部化理論とに















2.  OLIパラダイムの成立条件 


































                                                   
15 Dunning の OLI パラダイム・モデルは、国際ビジネスおよび海外直接投資を論じるとき
によく援用されてきたが、他方では、しばしば反論が行われてきた。 




のであると批判している（洞口, 1992: 28-29）。 
  また、Casson（1986）と Buckley（1988a）は、所有特殊的優位という概念それ自体
に内部化優位の概念が含まれており、所有優位と内部化優位を分けて議論するのは、同
義語の反復に過ぎないと批判する（井上, 2007: 60-61）。 
  しかし、このような批判を受けているにもかかわらず、OLI パラダイム・モデルは、
海外に子会社を設立する企業の決定要因を説明する普遍的なパラダイムを提供している
ことに変わりはない（井上, 2007: 60-63）。 
所有特殊的優位 内部化優位 立地特殊的優位
 直接投資 ○ ○ ○
 輸　　出 ○ ○ ×
 ライセンシング ○ × ×



















1.  所有優位性の追求 
 海外に子会社を設立する企業のなかには、本国や自社には存在しない知識や技術能力を
確保する目的で海外へ海外子会社設立する場合がある（Johanson & Mattsson, 1987; 
Fosfuri & Motta; 1999; Cantwell & Piscitello , 2002）。このような投資は、優位性を追求
するための投資と理解される。 
 特許などの形態で公表されている特定の技術や専門知識は、本質的に、公共財（public 














goods）としての性質をもつ（Caves, 1971: 4; Jaffe, 1986: 984）。そのため、国内外の企


























                                                   












（Almeida, 1996; Kim, 1997）。ほかの研究では、先進工業国の企業が、医薬品やバイオ・
テクノロジーの先端技術を吸収するため、アメリカに海外子会社設立することなどが報告
されている（Florida, 1997; Shan & Song, 1997; Frost, 2001; 林, 2007, 2008）。 
 













を拡大することを狙いとしている（Almeida, 1996: 157-163）。 
林（2008）は、Almeida（1996）と同様の問題設定をすることにより、アメリカの特
定地域における欧州医薬品企業による研究開発活動について調査を行った。アメリカの中


















は、外国企業の直接投資を誘発する要因の一つである（Shan & Song, 1997: 267-268）。
そして、このような特定産業の地域的集中は、同一産業に属する企業にはますます重要度
を増す（Belderbos & Zou, 2006）。 
とりわけ、バイオ・テクノロジーや半導体のような高度な先端技術を必要とする分野に
おいて、先進工業国の企業がアメリカに R&D センターを設立したり、アメリカ企業との
ジョイント企業を設立したりする形での直接投資が多いが（Shan & Song, 1997: 
271-272）、この場合の直接投資の目的は、アメリカ企業の先端技術の優位性を吸収するた
めのものである（Shan & Song, 1997: 280-281）。 
 Chung & Alcácer（2002）は、1987 年から 1993 年の間、アメリカへ直接投資を行った
製薬産業、半導体産業、電気機器産業における進出の要因を比較分析した。分析の結果、
技術優位や知識優位にアクセスできることが、直接投資の決定要因としてより重要視され
るのは、製薬産業であり、重要視する程度は、半導体産業の約 2 倍、電気機器産業の約 4




























応という（Knickerbocker, 1973, 訳書: 3）。 
たとえば、寡占状態において、一つの企業が製品の価格を引き下げることによって市場
                                                   


















う（Caves, 1967: 51）。 

























証分析した研究（Yu & Ito, 1988）においても報告されている。1977 年から 1982 年の間
における、アメリカの寡占専業であるタイヤ産業と、非寡占産業の繊維産業とでの海外子
会社設立行動を比較分析した結果、タイヤ産業で寡占的反応としての海外子会社設立行動
が観察された（Yu & Ito, 1988: 455-456）。また、寡占的反応は時期的に集中する特徴をも
つということも報告されており、寡占的反応を時系列に分析した研究では（Knickerbocker, 
1973; 三宅, 1984; 牛丸, 2000）、追随の海外投資が、時期的に集中する傾向があることが
明らかにされた。 
 




本章の第 1 節から第 6 節にわたって考察したように、企業の海外子会社設立を通じた国
際ビジネス活動を説明するこれらの諸理論の共通点は、海外に子会社を設立する企業の必
要条件としての優位性が強調されるということである。第 1 節で検討した Bain（1968）、
Kindleberger（1969）、Hymer（1976）による産業組織論的モデルにはじまる優位性の概
念は、後続する第 2 節でのプロダクト・サイクル・モデル、第 3 節での内部化理論モデル、











意図した海外子会社設立が行われていることを確認した（Almeida, 1996; Shan & Song, 










第 3 章  新しいアプローチの可能性 
 
第 1節 価値合理的な企業行動23 
 




& Stalk, 1985: 8-10）。他社の行動を模倣するということは、他社と同じような戦略や行動







                                                   
23 価値合理的な行動とは、ある行動に対する絶対的価値そのものへの意思的な信仰による





1993; Smith & Florida, 1994; Head, Ries & Swenson, 1995）、特定の時期に集中して海外
子会社を設立することが報告されている（牛丸, 2000）。競合他社に遅れをとることで、競
争のバランスが崩れるリスクを回避するため、他社の先行投資を模倣するのである（Leahy 













第 2節 社会学的新制度論を中心とするモデル25 
 
1.  正当性の作用効果 
（1）制度化されたルールとしての正当性 
 正当性（legitimacy）26は、社会学的新制度論（以下、新制度論とする）における主要
                                                   
24 新制度論は、組織がほかの組織の意思決定を含む行為を模倣するプロセスとその結果に
注目するものでああって、組織がほかの組織との差別化を図ることには注目しない。詳
しくは、Pedersen & Dobbin（2006）を参照されたい。 
25 本節の記述の多くは、金（2012）に基づく。 
26 Legitimacy を表す日本語は、研究者によって表記が異なる。正当性（野中ほか, 1978; 吉
田, 1986; 浅羽, 1998; 牛丸, 2000; 櫻田, 2003; 磯辺・牧野, 2008）と正統性（金子, 1993; 













る評価である（Deephouse & Carter, 2005: 329）。 
 企業が社会システムからの評価としての正当性を獲得しようとするのは、正当性が、制












その学科への志願者の数が多いかどうかは、実際、重要視されない（Meyer & Rowan, 1977: 
355）。なぜなら、組織にとってのより重要な関心事は、社会的に当然と認識される制度化
されたルールに同調することによって、正当性を確保することだからである。すなわち、









社会的安定性、持続的な生存の可能性などを確保できる（Dowling & Pfeffer, 1975; Meyer 
& Rowan, 1977; Fennell, 1980）。 
たとえば、正当性を獲得すれば、組織に対する評判やロイヤルティが高まるので、結果
的に、組織活動に必要な、借入、寄付、投資をより受け入れやすくなるのである（Meyer & 
Rowan, 1977: 351; DiMaggio & Powell, 1983; Suchman, 1995）。また、さらに、企業に
対する高い評判やロイヤルティは、就職先としてのその企業の魅力度を高める効果がある
ため、有能な新卒者を雇用しやすくなる（Turban & Greening, 1997; Newburry, Gardberg 




はほかの組織との相互作用を通じで、さらに強化される（Westney, 2005: 64）。 
このように、新制度論では、企業をはじめとする組織が制度環境から正当性を獲得すれ
ば、生存の可能性が高まることが強調される（Meyer & Rowan, 1977; DiMaggio & Powell, 
1983; Meyer & Scott, 1983; DiMaggio, 1988; Powell, 1988）。組織の獲得した正当性とそ
の組織の生存可能性の相関については、いくつかの実証研究においても証明されている
（Carroll & Hannan, 1989; Baum & Oliver, 1991, 1992; Shane & Foo, 1999; Delmar & 
Shane, 2004）。1971-1987 年の間、カナダのトロントにおける保育センターの生存率につ














rationality）であるとした（Oliver, 1997: 701-702）。 
正当性を獲得しておけば、たとえ運が悪く失敗した場合においても、企業は、利害関係
者や投資家に対し論理的に説明することも可能になる（Meyer & Rowan, 1977: 349）。こ










Stein, 1990: 465-466）。 
現実の企業は、制度化されたルールにしたがうために使われる費用をコストとして認識
しながらも、コストを減らすよりはそのルールに従ってしまうというジレンマを経験する






の内外部から正当性を獲得・維持する源泉になると理解される（Meyer & Rowan, 1977: 
355）。 
近年、CSR（Corporate Social Responsibility: 企業の社会的責任）に対する社会的関心
が高まるにつれ、CSR への取り組みをアピールする企業が急増しているが、このような現
48 
象も企業が制度環境から信頼を獲得しようとする行為として理解されよう（金, 2013: 26）。 
また、企業の決算情報のなかに含まれる環境報告書に対しても、正当性の概念を用いる
ことができる。環境を配慮した活動情報を開示することで、その企業は社会的に高い評判
と信頼を獲得することができるのである（Wilmshurst & Frost, 2000; Milne & Patten, 
2002; O’Donovan, 2002; Cho & Patten, 2007）。 










2.  正当性の源泉としての制度的同型化 
Hawley（1968）では、組織はその組織の属するある集団のなかに存在する個体に対し、
その個体と同じ環境にあるほかの個体に類似させることがあるが、そのプロセスを同型化
（isomorphism）と定義される28（DiMaggio & Powell, 1983: 149）。 
同型化の中でも、制度的同型化（institutional isomorphism）29の概念は、現代の組織
活動に広く行きわたっている儀式的な行為を理解するうえで、有用なツールとなる
                                                   
28 多くの組織が同じような意思決定を行なった結果としての同型化の様相は、企業活動に
関する研究において観察される。 
たとえば、企業買収（Haunschild & Miner, 1997）、財務（Scharfstein & Stein, 1990）、
銀行貸し付け（Haveman, 1993）、研究開発（Almeida, 1996; Shan & Song, 1997）、海
外投資（Knickerbocker, 1973; Yu & Ito, 1988; 牛丸, 2000; Guillén, 2002, 2003; Lu, 
2002; Chan, Makino & Isobe, 2006; Lieberman & Asaba, 2006）のように、広範囲な分
野にわたって報告されている。 




的な意思決定の結果として理解される。寡占的反応モデルについては、第 2 章第 6 節を
参照されたい。 
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（DiMaggio & Powell, 1983: 130）。制度的同型化とは、企業をはじめとする組織が似通っ




され（DiMaggio & Powell, 1983; 牛丸, 2000）、その反応は、制度環境からの正当性を獲










とると理解される（Meyer & Rowan, 1977; 牛丸, 2000: 36）。正当性を確保できるならば、
社会的にも安定性を確保でき、結果として、企業の成功と生存の確率も増加するからであ





























 強制的同型化は、政治的な影響と正当性に起因するものであり（DiMaggio & Powell, 
1983: 150）、規制当局と依存関係にある組織が受けたフォーマルとインフォーマルな圧力
と関係する（Wilson & Mckiernan, 2011: 41）。組織が受ける政治的影響とは依存関係にあ
る組織からの圧力のことであり、正当性とはある組織が活動する社会環境から受ける文化
的期待による圧力のことを意味する（DiMaggio & Powell, 1983: 150）。文化的な期待や規
範は、組織に対し、間接的ではあるが、強制的な圧力をかけるパワーをもつ（Wade, 










を課することによって、企業の資源の流れに影響を与えると同時に（Carroll, Delacroix & 





と理解される（DiMaggio & Powell, 1983: 150）。海外に設立された子会社は、現地の雇用
慣行や労働政策を遵守しなければならなし、本国の本社に報告をするときは、内部共通の






は非公式的圧力にあたる。（DiMaggio & Powell, 1983: 150）。 
企業行動を強制的同型化に導く非公式的圧力の一例として、標準規格があげられる。標
















































傾向がある（DiMaggio & Powell, 1983: 152）。規範的同型化は、教育機関や専門家の専門
知識にもとづいた制度環境の影響を受けた結果として生じる同質的な行動と理解される。 
DiMaggio & Powell（1983: 152）によれば、専門職業化による同型化は 2 つの経路に依















（Galaskiewicz & Wasserman, 1989: 455）。このような規範や標準は、大学教育のほかに
も、ワークショップ、セミナー、講習会、専門雑誌、業界誌などの媒介を通じで、専門家























ことで、ますます似通っていくのである（Wilson & Mckiernan, 2011: 464）。 
2 つ目の、専門家たちの組織を越えたネットワークは、新しいモデルや技術などを組織





























同型化と関連する30（DiMaggio & Powell, 1983: 150）。 
不確実性は、模倣行動を引き起こす強力な要因である（DiMaggio & Powell, 1983; 
House & Singh, 1987）。組織的な技術がよく理解できていなかったり、目標が曖昧だった
り、環境がシンボリックな不確実性を創出するような不確実な状況において、他の組織を
真似する場合である（DiMaggio & Powell, 1983: 151）。企業が同質的な行動をとる傾向は、
市場の反応、サプライヤーの配送、株式の態度、競合企業の行動、政府機関の将来の行動
などに対する不確実性が存在するとき（Cyert & March, 1963: 119）、より強まると考えら
れる。 
組織は、同じフィールドにある、より正当でより成功的であるとみなされる類似した組
織を真似する傾向がある（DiMaggio & Powell, 1983: 152）。たとえば、大企業や成功した
企業も、模倣の対象になりやすい（Haveman, 1993: 598-600）。なぜなら、規模の大きい
                                                   



















（DiMaggio & Powell, 1983: 151）。 
しかしながら、多くの組織は、制度化されたルールを採用することが、実質的に経済的
な効果を生み出すか否かよりは、儀式的に行うことに重みをおく（Meyer & Rowan, 1977: 
355）。同様に、模倣の効果が効率性を高める具体的な証拠をもっているかどうかよりは、





れる（DiMaggio & Powell, 1983: 151）。 
 模倣的行動を海外子会社設立行動に関連づければ、自国で活動するほかの企業の海外進
出行動に影響され、参入を決定することや（Henisz & Delios, 2001; Guillén, 2002, 2003）、
国内産業レベルでの同業他社だけでなく、グローバル産業レベル、現地国産業レベルで、

























第 3節 海外子会社の撤退要因の検討31 
 





 第 2 章での考察のとおり、海外子会社設立が行われる動機は海外での収益の機会を追求
するという経済性や効率性に起因する。一方、撤退が行われる要因は、一般に、損失の発













1.  海外子会社の撤退に関する先行研究 
 海外事業からの撤退とは、本国の親会社が在外子会社の企業活動に対する支配を放棄す













とも必要である（今木, 1987: 95）。 
33 本論文で参照した Hirschman（1972）は、New Jersey 州の Princeton で刊行される 
Essays in International Finance (1969, No. 76)に掲載された論文の転載版である。 
34 Behrman（1972）も転載版であり、はじめて発表されたのは、アメリカの the National 
Planning Association が発行する Looking Ahead（1970, November/December）におい
てである。 

















Torneden（1973）までは存在しない（Boddewyn & Torneden, 1973: 25）。企業の撤退を
具体的なデータで示したのは、おそらく Boddewyn & Torneden（1973）がはじめてであ







れた（Boddewyn & Torneden, 1973）。 
これらの研究は、海外事業からの撤退に注目するものであるが、撤退に関する実証研究
に至っては、ほとんど行われていないのが現状である（Belderbos & Zou, 2006: 1）。Berry
（2010）は、より効率的な生産性を求める企業が、現在の事業を整理しより適切な立地先
に操業設備を移転することに着目し、1981 年から 2000 年間のアメリカ企業による進出と
撤退についてパネル分析を行った。そして、撤退を事業の新たなチャンスととらえ、撤退
が企業成長と拡大戦略の役割を果たすことを明らかにした。 























えられる（亀井, 2002: 13）。 
撤退は、企業の行うさまざまな意思決定の中でもっとも困難で苦痛な決断であり（Porter, 











2.  既存のアプローチと海外子会社の撤退要因 
 第 2 章で検討したように、企業を海外子会社設立に導く原理を説明する理論は非常に豊
富であり、そのほとんどは効率性に基づいている。その理由は、海外子会社設立を論じる
文献はもともと経済学に起源をもつからである（Galán, González-Benito, 2001: 269）。
それらは、産業組織論（Kindleberger, 1969; Hymer, 1976）、プロダクト・サイクル論（Dean, 
1950; Vernon, 1966）、内部化理論（Buckley & Casson, 1976; Rugman, 1981）、寡占的
反応理論（Knickerbocker, 1973）、産業集積論（Marshall, 1920）がそれである。 
Dunning（1979, 1988）は、海外子会社設立を説明するいずれの経済学的理論も単独で
は海外子会社設立の複雑な現象を説明できないとし、それまでの理論を統合した OLI パラ
ダイムを提唱した（牛丸, 2013: 223）。以下では、Dunning（1979, 1988）の OLI パラダ
イムを中心に、海外事業からの撤退について考察していく。 
OLI パラダイムにしたがえば、企業が海外へ直接投資を行うには 3 つの条件が必要であ
る。すなわち、所有特殊的優位（ownership-specific advantages）、立地特殊的優位
（location-specific advantages）、内部化優位（internalization-incentive advantages）と
いう 3 つの優位性が必要であり、これらの 3 つの優位性が全部揃ってはじめて海外子会社
設立が可能となる（Dunning, 1979, 1988）36。 




（Boddewyn, 1983b: 348）。すなわち、3 つの条件のうち 1 つの条件でも欠けるときは、
いつでも海外事業からの撤退が行われるのである37。海外に進出した企業が当該海外から
撤退する条件は、OLI パラダイムにおける 3 つの要素を裏返すと次のとおりになり、1 つ
でも欠けたら企業は海外事業から撤退を行う（Boddewyn, 1983b: 347-348）。 
 
（1）企業がほかの外国企業に対する所有特殊的優位を失ったとき 
                                                   
36 OLI パラダイムを構成する 3 つの条件が揃っていない場合については、Dunning（1979, 
1988）、金（2010）などを参照されたい。 
37 Boddewyn（1983b）の解釈とは対照的に、Rugman（1982: 15）は、海外直接投資を説
明する OLI パラダイムの 3 つの要素は互いに関連し合うので、撤退を論じる場合であっ














































































































第 4節 分析モデル 
 























第 4 章  日本企業の海外子会社設立と撤退の決定要因分析 
 























 また、第 3 章で検討したように、海外子会社の撤退の論理が、設立の論理の裏返しであ
るとする考え方（Boddewyn, 1983b）に基づくならば、次のような仮説が導出される。 
 














































































 本章では、上記の 10 つの仮説について、定量的アプローチによる実証分析を試みる。 
 
第 2節 海外子会社設立の決定要因 
 
 本節では、第 1 節で提起された以下の仮説を検証する。 
 































第 2 に、調査対象の業種を製造業に属する企業だけに限定した。 
製造業における海外への直接投資が、非製造業より圧倒的に多いとか著しく活発なわけ




図表 4-1 日本企業の海外子会社設立率の業種別推移 
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
製造業 57.2 68.7 53.9 35.2 44.1 31.4 50.0 40.3 31.3
　食料品 3.7 2.0 17.6 2.8 11.8 3.6 7.0 1.9 2.7
　化学・医薬 7.4 8.8 5.1 8.9 9.8 14.3 16.9 5.3 4.3
　鉄・非鉄・金属 2.9 3.6 3.0 2.5 5.0 6.7 4.3 3.4 2.1
　一般機械器具 2.9 3.3 3.6 2.9 5.9 7.7 4.9 6.5 2.9
　電気機械器具 9.5 14.1 6.4 4.4 3.5 2.2 6.3 5.5 3.3
　輸送機械器具 18.7 17.1 11.7 8.5 0.9 -6.6 3.5 8.5 8.6
　その他 12.0 19.8 6.5 5.1 7.3 3.4 7.0 9.0 7.4
非製造業 42.8 31.3 46.1 64.8 55.9 68.6 50.0 59.7 68.7
　鉱業 3.0 3.1 5.5 8.1 8.6 16.1 14.3 17.0 9.6
　卸売・小売業 10.6 10.9 6.6 10.1 11.2 3.0 10.8 15.0 17.5
　金融・保険業 20.1 11.2 26.4 39.3 20.8 19.6 16.5 11.6 9.5
　その他 9.1 6.1 7.6 7.3 15.2 29.9 8.4 16.1 19.9













                                                   
39 このデータは、日本銀行の発表にもとづいたものである。 
  しかし、日本企業の FDI の実績を業種別に入手できるソースは限られている。2004 年
9 月の「国際収支関連統計の見直し」により、2005 年 1 月から日本銀行が関連統計を整

























なお、親企業 1 社に対し海外子会社は 1 社に限定した。海外に事業を展開する企業の中







                                                   











れらの 4 業種が全体の 61.2%を占める。ほかには、食料品 10 社（6.2%）、他製造業 10 社
（5.6%）、繊維・衣服 9 社（5.1%）、非鉄金属と金属製品が 8 社（4.5%）、ガラス・土石 6
社（3.4%）、ゴム製品と精密機器が 5 社（2.8%）、パルプと医薬品が 3 社（1.7%）、鉄鋼 2
社（1.1%）の構成となる43。 
サンプル企業の規模を資本金ベースでみると、資本金3億円未満の企業が36社（20.5%）、
3 億円以上 100 億円未満の企業が 89 社（50.6%）、100 億円以上の企業が 51 社（29.0%）
を占める。3 億円未満の資本金の企業を中小企業と定める日本の中小企業基本法の分類に




算出してみたところ、中小企業にあたる従業員数 300 人未満の企業は 39 社（22.7%）、大
企業にあたる従業員数 300 人以上の企業は 133 社（77.3%）の構成をなり、資本金を基準
にした割合との間で大きな相違はなかった。 
国別に見た海外子会社の立地先は、アメリカ 45 社（24.2%）がもっとも多く、中国 28
社（15.1%）、タイ 23 社（12.4%）、台湾とマレーシア 14 社（8.1%）、インドネシアとシ 
                                                   
41 質問用紙は当初選定された 1,409 社に対し送ったが、そのうち 65 社からは住所不明や代
表者の移動のような諸理由で質問用紙が返送された。したがって、1,344 社とは、1,409
から 65 を除したものとなる。 
42 企業の属性が不明になる原因は、質問紙調査には協力的であっても、個別の企業情報の
開示には敏感な企業があることから生じる。 
43 業種の分類は『海外進出企業 CD-ROM』（2011 年度版）の分類による。 
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図表 4-2 日本企業のサンプル属性 
 
（次の頁に続く） 
1.  食料品 10 5.6
2.  繊維・衣服 9 5.1
3.  パルプ 3 1.7
4.  化学 27 15.3
5.  医薬品 3 1.7
6.  ゴム製品 5 2.8
7.  ガラス・土石 6 3.4
8.  鉄鋼 2 1.1
9.  非鉄金属 8 4.5
10.  金属製品 8 4.5
11.  機械 27 15.3
12.  電気機器 27 15.3
13.  輸送機器 27 15.3
14.  精密機器 5 2.8
15.  他製造業 10 5.6
合計 100.0
　子会社の立地先
1.  Australia 2 1.1
2.  Belgium 1 0.5
3.  Brazil 5 2.7
4.  Canada 1 0.5
5.  Germany 2 1.1
6.  Italy 1 0.5
7.  Papua New 1 0.5
8.  Mexico 1 0.5
9.  Portugal 1 0.5
10.  Spain 1 0.5








12.  U.K. 2 1.1
13.  U.S.A. 45 24.2
14.  China 28 15.1
15.  Hong Kong 3 1.6
16.  Indonesia 10 5.4
17.  Malaysia 15 8.1
18.  Pakistan 1 0.5
19.  Korea 3 1.6
20.  Singapore 10 5.4
21.  Taiwan 15 8.1
22.  Thailand 23 12.4
23.  Philippines 6 3.2
24.  Vietnam 8 4.3
合計 100.0
　資本金（百万円）
1.  ～300未満 36 20.5
2.  300～10000未満 89 50.6
3.  10000以上 51 29.0
合計 100.0
　出資比率（%）
1.  ～60未満 16 9.4
2.  60～70未満 18 10.5
3.  70～80未満 11 6.4
4.  80～90未満 18 10.5
5.  90～99未満 17 9.9
6.  100 91 53.2
合計 100.0
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ンガポール 10 社（5.4%）、ベトナム 8 社（4.3%）、フィリピン 6 社（3.2%）、ブラジル 5
社（2.7%）、韓国と香港 3 社（1.6%）、オーストラリア、ドイツ、イギリス 2 社（1.1%）
の順になっており、ベルギー、イタリア、パプアニューギニア、ポルトガル、スペイン、
オランダ、パキスタン 1 社（0.5%）である。 
これらの立地国を地域別にみると、アジア 122社（65.6%）、ラテンアメリカ 52社（27.9%）、
ヨーロッパ 9 社（4.9%）、オセアニア 3 社（1.6%）の構成となり、海外子会社全体の約 3
分の 2 はアジアで操業中である。 
海外子会社に対する出資比率をみると、90%以上 100%未満の出資が 17 社（9.9%）、80%
以上 90%未満の出資が 18 社（10.5%）、70%以上 80%未満の出資が 11 社（6.4%）、60%
以上 70%未満はが 18 社（10.5%）、50%以上 60%未満が 16 社（9.4%）となっている。100%
出資の完全所有の子会社は 91 社で、過半数を超える 53.2%を占める。 
 
（3）測定尺度 
海外海外子会社設立の要因を探るための各質問項目は図表 4-4 に示すとおりである。 














































（1973）、Gilbert & Lieberman（1987）、Martin, Swaminathan, & Mitchell（1998）、
牛丸（2000）、Ito & Rose（2002）、Belderbos, Olffen & Zou（2011）を参照されたい。 
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法により実施した。調査の実施期間は、2011 年 7 月～9 月の間である。 






6 点、「あてはまる」を 5 点、「ややあてはまる」を 4 点、「やや異なる」を 3 点、「異なる」





                                                   
45 質問紙の選択肢の構成を、5 段階か 7 段階のような中間的な回答を含む選択肢にすると、
中央の回答が選択される中心化傾向は、米諸国の人々を対象にした場合より、とりわけ、
日本人を対象にした場合においてより生じやすい（鈴木, 2011: 155）。 
  このような、中心化傾向という回答バイアス防ぐためには、2 段階、4 段階、6 段階と
いうように、選択肢を偶数に設定する強制選択尺度（forced-choice scale）を用いること























の分析において、これらの 21 つの質問項目を用いることになる。 
前述のように、21 の質問項目には、効率性の基準の要素と正当性の基準の要素が含まれ








うかを調べる有効な方法の 1 つとして知られる。 
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   換することは容易である 
9. 当該海外子会社が進出している地域において、同業他社の動向や関連特許・研究に関連する最新情報 




   た 
13. 当該海外子会社の進出は、その国や地域の政府、もしくは日本の政府からの要請をうけての進出であ 


























は図表 4-5 に示すとおりである。 
これらの質問項目に対する回答をもとに因子分析を行った。算出方法は主因子法を、回
転は Promax 回転法を用いた。因子分析で、共通性の低い質問項目と因子負荷量の低い質
問項目を除外しながら分析を繰り返しとところ、最終的に 8 項目が残った。 
固有値は 1.99、1.97、1.37、0.95 であり、固有値が約 1 以上の 4 因子を抽出した（図表
4-6）。本来ならば、因子は固有値 1 以上のものにするのが望ましいが、第 4 因子の要素は
本論文において効率性の基準による海外子会社設立を説明する重要な変数であるため、こ






















.63 *** .24 ** .11 .08 .15 * .16 * .01 -.06 .07 -.06 .23 **
2 当該海外子会社の主力製品は、本社の主力製品と密接に
関係している
.24 ** .32 *** .15 * .15 * .28 *** .05 .05 .08 -.08 .15 *
3 当該海外子会社の主力製品は、現地のほかの企業の製品
よりも優れており分競争力をもっている
.13 .14 * .12 .02 -.04 -.11 .11 .02 .24 **
4 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として、その
国の経済発展の可能性は重要であった
*** .17 * .20 ** -.04 -.01 .19 ** .11 .10
5 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として、その
国のマーケットの大きさは重要であった
-.16 * .20 ** .20 ** .09 .08 .07 .01
6 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として、その
国の賃金水準や地代などは重要であった
.11 -.30 *** -.30 *** .09 .10 .23 **
7 当該海外子会社が進出している地域に、日本やほかの国か
らの同業他社もが、進出している








-.19 ** -.22 ** -.16 *
10 当該海外子会社を設立し直接運営するのが、ほかの海外
企業と取引するより効率的であった






a.  n  = 193
b.  * p  < 0.05, ** p  < 0.01, *** p  < 0.001














図表 4-6 日本企業の海外子会社設立時の効率性の基準に関する因子分析の結果 
1 2 3 4
8 当該海外子会社が進出している地域において、同業他社の動向や
特許・研究に関連する最新情報を交換する ことは容易である
.99 .02 .00 .07
9 当該海外子会社が進出している地域において、同業他社の動向や
関連特許・研究に関連する最新情報を獲得することは容易である
.74 -.03 .04 -.10
2 当該海外子会社の主力製品は、本社の主力製品と密接に関係して
いる
.01 .83 .10 -.03
1 当該海外子会社の主力製品は、本社のブランドや技術を十分に反
映したものである
-.02 .77 -.11 .03
4 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として、その国の経
済発展の可能性は重要であった
-.09 .01 .89 -.01
5 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として、その国の
マーケットの大きさは重要であった
.14 -.03 .58 .04
10 当該海外子会社を設立し直接運営するのが、ほかの海外企業と取
引するより効率的であった
.01 .09 .02 .58
11 当該海外子会社の役割を担う、適切なほかの現地の企業を探すの
が大変だった
-.05 -.09 .02 .54
固有値 1.99 1.97 1.37 .95
b.  注：主因子法、Promax回転法、因子負荷.35以上をふと文字に表記。








問項目の間の相関は図表 4-7 に示すとおりである。 
これらの質問項目に対する回答をもとに因子分析を行った。算出方法は主因子法を、回
転は Promax 回転法を用いた。共通性の低い質問項目と因子負荷量の低い質問項目を除外
しながら因子分析繰り返したところ、9 質問項目から最終的に 6 項目が残った。 













.19 ** -.01 .19 ** .09 -.01 .09 .13 -.02
14 当該海外子会社の進出は、本社のグループ企業や株主か
ら要請を受けての進出である
.34 *** .05 .03 .10 .06 .06 -.08
15 当該海外子会社の進出は、取引先との持続的な取引関係
を維持するための進出である
.03 .05 .23 ** .29 *** .19 ** .17 *
16 本社の役員や従業員は、政府機関や関連団体から、事業と
関連する情報を入手・交換している
.44 *** .06 .21 ** .19 ** .21 **
17 本社の役員や従業員は、教育機関やセミナーに参加し、事
業と関連する知識を習得している












a.  n  = 193












13 14 15 16
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図表 4-8 日本企業の海外子会社設立時の正当性の基準に関する因子分析の結果 
1 2 3
16 本社の役員や従業員は、政府機関や関連団体から、事業と関連す
る情報を入手・交換している .72 .05 .00
17 本社の役員や従業員は、教育機関やセミナーに参加し、事業と関連
する知識を習得している .60 -.01 .03
19 本社は、日本の同業他社やほかの大手企業の海外進出に、影響を
受けている .00 .76 -.05
20 当該海外子会社の進出に際し、ほかの多くの日本企業もが海外進
出に手かけていた .04 .50 -.01
14 当該海外子会社の進出は、本社のグループ企業や株主から要請を
受けての進出である .07 -.15 .60
15 当該海外子会社の進出は、取引先との持続的な取引関係を維持す
るための進出である -.06 .19 .60
固有値 1.89 1.31 1.03
a.  n  = 193




















































図表 4-9 各因子の構成、平均と標準偏差 
決定要因 M SD α 質問項目番号
Ⅰ　所有優位 5.25 0.78 .76 2, 1
Ⅱ　立地優位 4.55 1.12 .67 4, 5
Ⅲ　内部化優位 3.50 1.19 .48 10, 11
Ⅳ　学習要因 2.90 1.08 .86 8, 9
Ⅴ　強制的要因 3.22 1.34 .51 14, 15
Ⅵ　規範的要因 3.65 1.06 .61 16, 17
Ⅶ　模倣的要因 3.88 1.10 .55 19, 20








検定の結果、抽出された 7 つの因子の平均値は、F (6, 1344) = 102.56, p < .001 で有意
な差があることが示された。主効果が 0.1% 水準で有意であったので、Bonferroni 方法（p 













図表 4-10 日本企業の海外子会社設立に関する決定要因の多重比較 
決定要因
Ⅰ　所有優位 §.69 *** 1.75 *** 2.35 *** 2.03 *** 1.60 *** 1.37 ***
Ⅱ　立地優位 1.05 *** 1.66 *** 1.33 *** .91 *** .68 ***
Ⅲ　内部化優位 .60 *** .28 -.14 -.37 *
Ⅳ　学習要因 -.32 -.75 *** -.98 ***
Ⅴ　強制的要因 -.42 ** -.65 ***
Ⅵ　規範的要因 -.23
Ⅶ　模倣的要因
a. n  = 193
b. * p  < 0.05, ** p  < 0.01, *** p  < 0.001
―




















































意思決定を行う際、所有優位 ＞ 立地優位 ＞ 模倣的要因 ≒ 規範的要因 ≒ 内部化優位
≒ 強制的要因 ≒ 学習要因の順に、進出を考慮する要因として強く意識することがいえる
48（図表 4-11）。 
 
                                                   
48 「＞」は、隣接する決定要因の間に有意な差（p < .05）があることを表し、「≒」は、隣
接する決定要因の間に有意な差がないことを表す。 
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のサンプルで追加的分析を行ってみた。大企業（M = 3.18, SD = 1.35）と中小企業（M = 3.67, 
SD = 1.27）に対し t 検定を行ったところ、企業規模による差は有意な傾向にあった（t = 









（Abegglen & Stalk, 1985; 宮川・若林・内田, 1996; 浅羽, 1998, 2002; 牛丸, 2000, 2009; 




第 3節 海外子会社撤退の決定要因 
 
 本節では、第 1 節で提起された以下の仮説を検証する。 
 























































































































関を図表 4-13 に示す。 
これらの質問項目に対する回答をもとに因子分析を行った。算出方法は主因子法を、回
転は Promax 回転法を用いた。因子分析で、共通性の低い質問項目と因子負荷量の低い質
問項目を除外しながら分析繰り返したところ、最終的に 8 項目が残った。 



















*** .09 .09 .09 .16 * .29 *** .36 *** .16 * .11 .36 ***
2 当該海外子会社の主力製品が、本社の主力製品の優位性
を生かせなくなった時 .39
*** .18 * .17 * .17 * .14 .24 ** .27 *** .10 .21 ** .29 ***
3 当該海外子会社の主力製品が、現地のほかの企業の製品
に対し、競争力をもたなくなった時 .46
*** .41 *** .07 .20 ** .21 ** .24 ** -.08 .11 .11
4 進出国での、同業他社との競争が激しくなった時
.43 ** .15 * .29 *** .29 *** .28 *** .00 .27 *** .12
5 進出国の経済が低迷し、市場としての魅力がなくなった時
-.02 .17 * .21 ** .06 -.06 .12 .07
6 進出国の物価が高騰し、賃金や地代などの固定費の負担
が大きくなった時 .15
* .15 * .11 .23 ** .29 *** .01
7 当該海外子会社が進出している地域に、同業他社や関連
企業があまりないため、効率が悪くなった時 .57




.79 *** .26 *** .29 *** .45 ***
9 当該海外子会社が進出している地域において、関連特許や研
究に関する情報を十分に獲得し、所期の目的を達成した時 .23









a.  n  = 193



















図表 4-14 日本企業の海外子会社撤退時の効率性の基準に関する因子分析の結果 
1 2 3 4
8 当該海外子会社が進出している地域において、同業他社の動向や特許・
研究などに関する最新情報を入手・交換する環境ではなくなった時
.89 -.02 .05 .03
9 当該海外子会社が進出している地域において、関連特許や研究に
関する情報を十分に獲得し、所期の目的を達成した時
.86 .07 .00 -.07
7 当該海外子会社が進出している地域に、同業他社や関連企業があ
まりないため、効率が悪くなった時
.60 -.06 -.04 .14
1 当該海外子会社の主力製品が、本社のブランドや技術を十分に反
映したものではなくなった時
.07 .87 -.03 -.08
2 当該海外子会社の主力製品が、本社の主力製品の優位性を生かせ
なくなった時
-.08 .83 .04 .12
11 当該海外子会社が進出した当時に比べ、取引できる適切なほかの
外国の企業が急増した時
-.07 -.01 .78 .16
10 状況の変化により、当該海外子会社が事業を継続するよりは、海外
企業と取引するほうがコスト面で有利になった時
.08 .02 .61 -.22
4 進出国での、同業他社との競争が激しくなった時 .12 -.02 .03 .68
5 進出国の経済が低迷し、市場としての魅力がなくなった時 -.01 .06 -.08 .61
固有値 3.13 1.39 1.32 1.13
b.  注：主因子法、Promax回転法、因子負荷.35以上をふと文字に表記。



















関は図表 4-15 に示すとおりである。 
これらの質問項目に対する回答をもとに因子分析を行った。算出方法は主因子法を、回
転は Promax 回転法を用いた。共通性の低い質問項目と因子負荷量の低い質問項目を除外
しながら因子分析繰り返したところ、9 つの質問項目から最終的に 7 つの項目が残った。 
固有値は 3.55、0.97、0.80 であり、固有値約 1 以上の 3 因子を抽出した（図表 4-16）。
本来ならば、因子は固有値 1 以上のものにするのが望ましいところであるが、本因子分析
























*** 0.14 0.33 *** 0.32 *** 0.39 *** 0.34 *** 0.41 *** 0.38 ***
14 本社のグループ企業や株主からの撤退要請を受けた時
0.25 *** 0.25 *** 0.34 *** 0.25 *** 0.31 *** 0.35 *** 0.26 ***
15 その国で取引していた企業が撤退、または、ほかの国・地域
へ移転した時 0.29
*** 0.18 * 0.17 * 0.30 *** 0.27 *** 0.18 *
16 本社の役員や従業員が、政府機関や関連団体から、事業と
関連する情報を入手・交換することが困難になった時 0.46
*** 0.25 ** 0.44 *** 0.43 *** 0.40 ***
17 顧問や経営コンサルタントから、当該地域から移転・撤退し
たほうがいいとの見解を示された時 0.30
*** 0.45 *** 0.38 *** 0.34 ***
18 カントリーリスクなどの理由で、当該地域から撤退する企業
が増加した時 0.49







a.  n  = 193














図表 4-16 日本企業の海外子会社撤退時の正当性の基準に関する因子分析の結果 
1 2 3
20 不確実性が高い中、ほかの日本企業の撤退が増加した時 .94 .06 -.10
19 日本の同業他社や大手企業による海外事業からの撤退が増加した
時 .82 -.11 .15
21 当該地域から外国系の子会社の撤退が増加した時 .74 .06 -.02
13 進出国や進出している地域の政府、もしくは日本の政府からの撤退
圧力が強まったと時 .02 .76 -.03
14 本社のグループ企業や株主からの撤退要請を受けた時 -.01 .50 .13
17 顧問や経営コンサルタントから、当該地域から移転・撤退したほうが
いいとの見解を示された時 -.04 .02 .82
16 本社の役員や従業員が、政府機関や関連団体から、事業と関連す
る情報を入手・交換することが困難になった時 .21 .08 .40
固有値 3.55 .97 .80
a.  n  = 193
b.  注：主因子法、Promax回転法、因子負荷.35以上をふと文字に表記。  
 















準とで、どちらの合理性の基準をより意識するのかを検討するため、抽出された 7 つの因 
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図表 4-17 各因子の構成、平均と標準偏差 
決定要因 M SD α 質問項目番号
Ⅰ　所有優位 3.47 1.32 .83 1, 2
Ⅱ　立地優位 3.56 1.12 .60 4, 5
Ⅲ　内部化優位 3.16 1.02 .61 10, 11
Ⅳ　学習要因 2.34 0.85 .81 8, 9, 7
Ⅴ　強制的要因 3.70 1.11 .60 13, 14
Ⅵ　規範的要因 2.45 0.85 .61 17, 16
Ⅶ　模倣的要因 3.02 0.94 .88 20, 19, 21











3.56 であり、3.47 を示す第Ⅰ因子の所有優位との間の平均値の差は 0.09 に過ぎない。以
降の下位尺度得点の平均値は、第Ⅲ因子の内部化優位（3.16）、第Ⅶ因子の模倣的要因（3.02）、
第Ⅵ因子の規範的要因（2.45）の順に低くなる。もっとも低い下位尺度得点の平均値を示




 検定の結果、抽出された 7 つの因子の平均値は、F (6, 1344) = 51.36, p < .001 で有意な
差があることが示された。主効果が 0.1% 水準で有意であったので、Bonferroni 方法（p 
< .05）による多重比較を行なったところ、図表 4-18 に示すように多くの群の間に有意な
差がみられた。 
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図表 4-18 日本企業の海外子会社撤退に関する決定要因多重比較 
決定要因
Ⅰ　所有優位 §-.09 .31 1.13 *** -.23 1.02 *** .45 ***
Ⅱ　立地優位 .40 ** 1.23 *** -.14 1.12 *** .55 ***
Ⅲ　内部化優位 .82 *** -.54 *** .71 *** .15
Ⅳ　学習要因 -1.36 *** -.11 -.68 ***
Ⅴ　強制的要因 1.25 *** .68 ***
Ⅵ　規範的要因 -.57 ***
Ⅶ　模倣的要因
a. n  = 193
b. * p  < 0.05, ** p  < 0.01, *** p  < 0.001
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ
―
c. § たとえば、-.09とは、縦軸の第Ⅰ因子である所有優位の平均値の分散から横軸の第Ⅱ因子




















































説 4b は支持されることになる。 
 


















































する意思決定を行う際、強制的要因 ≒ 立地優位 ≒ 所有優位 ≒ 内部化優位 ≒ 模倣的











                                                   



















































第 4節 海外子会社設立と撤退の決定要因比較 
 
 本節では、第 1 節で提起された以下の仮説を検証する。 
 








された 7 つの因子を、ならびに、撤退に関する決定要因を検討するため本章の第 3 節で抽
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出された 7 つの因子を用いる。 









2.  分析結果 
日本の製造企業を対象に行ったアンケート調査から、海外子会社の設立時に意識する決
定要因および海外子会社の撤退時に意識する決定要因に関する下位尺度得点としての要因
別の平均と標準偏差を図表 4-20 に示す。 
なお、海外子会社設立時と撤退時時における決定要因の差を検討するため、決定要因の
各下位尺度得点について、ｔ検定を行った。その結果、第Ⅰ因子の所有優位（t = 16.35, df 
= 192, p < .001）、第Ⅱ因子の立地優位（t = 10.81, df = 192, p < .001）、第Ⅲ因子の内部化
優位（t = 3.20, df = 192, p < .01）、第Ⅳ因子の学習要因（t = 5.84, df = 192, p < .001）、第
Ⅵ因子の規範的要因（t = 6.43, df = 192, p < .001）、第Ⅶ因子の模倣的要因（t = 10.09, df 
= 192, p < .001）において、海外子会社設立時のほうが撤退時より有意に高い得点を示し









Greenhouse-Geisser の方法で自由度を修正して分散分析を行った（図表 4-21）。 
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図表 4-20 日本企業の海外子会社設立と撤退の決定要因の平均と標準偏差 
M SD M SD
Ⅰ　所有優位 5.25 0.78 3.47 1.32 16.35 ***
Ⅱ　立地優位 4.55 1.12 3.56 1.12 10.81 ***
Ⅲ　内部化優位 3.50 1.19 3.16 1.02 3.20 **
Ⅳ　学習要因 2.90 1.08 2.34 0.85 5.84 ***
Ⅴ　強制的要因 3.22 1.34 3.70 1.11 -4.44 ***
Ⅵ　規範的要因 3.65 1.06 2.45 0.85 6.43 ***
Ⅶ　模倣的要因 3.88 1.10 3.02 0.94 10.09 ***
a. n  = 193
t  値決定要因
進出 撤退
b. ** p  < 0.01, *** p  < 0.001
 
 
 設立撤退の主効果は、F (1, 192) = 237.35 (p < .001)で有意であった。一方、調整済み自
由度による決定要因において主効果がみられた（F (5.40, 1036.86) = 118.33, p < .001）。
設立撤退と決定要因との交互作用効果においても、0.1％水準で交互作用がみられた（F 













933.21) = 70.19, p < .001）。そこで、Bonferroni の方法を用いて撤退時による多重比較を
行った。 
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図表 4-21 日本企業の海外子会社設立と撤退に関する決定要因の分散分析 
設立撤退 379.13 1 237.35 ***
決定要因 795.78 5.40 118.33 ***
設立撤退 * 決定要因 293.44 5.48 59.74 ***
a. n  = 193
b. *** p  < 0.001
c. 自由度は、決定要因、設立撤退と決定要因の自由度調整を行った後のものである。
SS 調整済み df F
 
図表 4-22 日本企業の海外子会社設立撤退と決定要因の交互作用 







192) = 267.39 (p < .001)で有意な差がみられた（設立時の所有優位 ＞ 撤退時の所有優位）。





















図表 4-23 日本企業の海外子会社設立と撤退の単純主効果 
設立時の所有優位 vs. 撤退時の所有優位 設立時 > 撤退時 267.39 ***
設立時の立地優位 vs. 撤退時の立地優位 設立時 > 撤退時 116.75 ***
設立時の内部化優位 vs. 撤退時の内部化優位 設立時 > 撤退時 10.21 **
設立時の学習要因 vs. 撤退時の学習要因 設立時 > 撤退時 34.08 ***
設立時の強制的要因 vs. 撤退時の強制的要因 設立時 < 撤退時 19.71 ***
設立時の規範的要因 vs. 撤退時の規範的要因 設立時 > 撤退時 182.33 ***
設立時の模倣的要因 vs. 撤退時の模倣的要因 設立時 > 撤退時 101.80 ***
a. n  = 193





主効果は、F (1, 192) = 10.21 (p < .01)で有意な差がみられた（設立時の内部化優位 ＞ 撤
退時の内部化優位）。学習要因における設立撤退の単純主効果は、F (1, 192) = 34.08 (p 
< .001)で有意な差がみられた（設立時の学習要因 ＞ 撤退時の学習要因）。このことから、
「効率性の基準において、設立の決定要因が低くなった場合、企業は撤退しようとする」
とした仮説 9j は支持されなかった。 
正当性の基準による決定要因をみると、強制的要因における設立撤退の単純主効果は、
F (1, 192) = 19.71 (p < .001)で有意な差がみられた（設立時の強制的要因 ＜ 撤退時の強
制的要因）。規範的要因における設立撤退の単純主効果は、F (1, 192) = 182.33 (p < .001)
で有意な差がみられた（設立時の規範的要因 ＞ 撤退時の規範的要因）。模倣的要因におけ










 本節における比較分析では、海外子会社設立については本章の第 2 節で抽出した 7 つの





















時における決定要因の強さは、所有優位 ＞ 立地優位 ＞ 模倣的要因 ≒ 規範的要因 ≒ 


















































第 5 章  韓国企業の海外子会社設立と撤退の決定要因分析 
 
第 1節 研究課題 
 










の年間平均増加率は 21.4%であり、全世界の年間平均増加率 12.4%や G8 の年間平均増加
率の 11.9%に比べ、韓国企業の海外子会社設立の増加率が相対的に高い（大韓商工会議所, 
2013: 3）。 

























本章では、上記の 9 つの仮説について、定量的アプローチによる実証分析を試みる。 
 
第 2節 海外子会社設立の決定要因 
 













1.  分 析 
（1）分析対象 
 海外に子会社を設立する韓国企業についての調査対象企業は、韓国の政府機関の 1 つで
ある産業通商資源部が公開する「海外進出情報システム（Overseas Investment 




2 月～3 月末の間である。 
 質問調査の対象となる韓国企業は、次の方法で選定した。 
 第 1 に、親企業の国籍が韓国の企業だけを調査の対象にした。 
                                                   








センター、KOTRA（Korea Trade-Investment, Promotion Agency, 大韓貿易投資振興公
社）出所：韓国輸出入銀行
http://www.ois.go.kr/portal/page?_pageid=93,721135&_dad=portal&_schema=PORTA
L&p_deps1=intro&p_deps2 （2014/05/31 アクセス） 



















2007 年を境に投資の件数に対する投資額が増加する傾向にあるといえる（図表 5-1）。 
なお、韓国の製造業に属する企業は、韓国の国内より海外に投資を拡大する傾向にある。



















































    出所：韓国輸出入銀行「海外投資統計」より作成。 
 





















































質問紙調査に対し最終的に収集された有効なサンプル数は、全体の 942 社51のうち 43
                                                   
51 質問用紙は当初選定された 1,102 社に対し送ったが、そのうち 60 社からは、住所不明あ
るいは代表者の移動といった諸理由で質問用紙が返送された。したがって、942 社とは、





業種は、電気・電子が 14 社（32.6）でもっとも多く、他製造業 9 社（20.9%）、自動車・
部品 6 社（14.0%）、木材・パルプ 5 社（11.6%）、機械・金属 4 社（9.3%）、化学・医薬 3
社（7.0%）、繊維・衣類 2 社（4.7%）順の構成となる53。 
サンプル企業を規模でみると、中小企業のほうが多い。韓国の中小企業基本法が定める
製造業における中小企業の基準は、常時従業員が 300 名未満かまたは資本金 80 億ウォン
以下（約 8 億円）の場合である。サンプル企業の規模を資本金ベースでみると、大企業が
13 社（33.3%）、中小企業が 26 社（66.7%）の構成となり、従業員数ベースでみると、大
企業が 16 社（43.2%）、中小企業が 21 社（56.8%）の構成となる。いずれの場合において
も、中小企業のほうが多数を占めることになる。 
分析の対象となる韓国製造企業の海外子会社の国別の分布をみると、中国が 11 社
（25.6%）でもっとも多く、ベトナム 8 社（18.6%）、フィリピン 5 社（11.6%）、スロバキ
アとタイ 4 社（9.3%）、メキシコとアメリカ 3 社（7.0%）、香港、インド、インドネシア、
ケニア、マレーシア 1 社（2.3%）である。 
これらの進出国を地域にみると、アジア 32 社（74.4%）、ラテンアメリカ 6 社（14.0%）、
ヨーロッパ 4 社（9.3%）、アフリカ 1 社（2.3%）の構成になる。 
 
（3）測定尺度 














図表 5-3 韓国企業のサンプル属性 
 
 
1. 繊維・衣類 2 4.7
2.  木材・パルプ 5 11.6
3.  化学・医薬 3 7.0
4.  機械・金属 4 9.3
5.  電気・電子 14 32.6
6.  自動車・部品 6 14.0
7.  他製造業 9 20.9
合計 100.0
　子会社の立地先
1.  China 11 25.6
2.  Hong Kong 1 2.3
3.  India 1 2.3
4.  Indonesia 1 2.3
5.  Kenya 1 2.3
6.  Malaysia 1 2.3
7.  Mexico 3 7.0
8.  Philippines 5 11.6
9.  Slovakia 4 9.3
10.  Thailand 4 9.3
11.  U.S.A. 3 7.0
12.  Vietnam 8 18.6
合計 100.0
　資本金（億ウォン）
1.  ～80未満 26 66.7
2.  8000～ 13 33.3
合計 100.0
　出資比率（%）


























6 点、「あてはまる」を 5 点、「ややあてはまる」を 4 点、「やや異なる」を 5 点、「異なる」




                                                   

















   交換することは容易である 
9. 当該海外子会社が進出している地域において、同業他社の動向や関連特許・研究に関連する最新情 




  った 
13. 当該海外子会社の進出は、その国や地域の政府、もしくは日本の政府からの要請をうけての進出で 



































られた質問項目 1、2、10、15 の数値は、それぞれ 6.01、6.25、6.09、6.01 であり、質問
















































*** .37 * .08 -.09 .21 -.17 -.44 ** -.31 * .09 .00 .11
2 当該海外子会社の主力製品は、本社の主力製品と密接に
関係している .27
† .13 .00 .13 -.11 -.41 ** -.19 -.01 -.06 .17
3 当該海外子会社の主力製品は、現地のほかの企業の製品
よりも優れており分競争力をもっている .50
** .14 .33 * -.18 -.22 -.12 .14 -.01 .20
4 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として、その
国の経済発展の可能性は重要であった .48
** .10 .01 -.04 .03 -.08 -.07 -.05
5 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として、その
国のマーケットの大きさは重要であった .01 .09 .17 .22 .35
* .16 .02
6 当該海外子会社がその国に進出する決定要因として、その
国の賃金水準や地代などは重要であった .04 -.25 -.29
† .19 .20 .23
7 当該海外子会社が進出している地域に、日本やほかの国か
らの同業他社もが、進出している .38
















a.  n  =43



























** .32 * .52 *** .42 ** -.22 .13 -.12 .02
14 当該海外子会社の進出は、本社のグループ企業や株主か
ら要請を受けての進出である .43
** .43 ** .37 * .02 .12 -.08 .23
15 当該海外子会社の進出は、取引先との持続的な取引関係
を維持するための進出である .46
** .36 * .08 .29 † -.03 .17
16 本社の役員や従業員は、政府機関や関連団体から、事業と
関連する情報を入手・交換している .76













a.  n  =43











13 14 15 16 18 1917
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2）正当性の基準 































図表 5-7 各因子の構成、平均と標準偏差 
決定要因 M SD α 質問項目番号
Ⅰ　所有優位 5.12 0.97 .92 2, 1
Ⅱ　立地優位 4.27 1.15 .65 4, 5
Ⅲ　内部化優位 4.24 1.27 .60 10, 11
Ⅳ　学習要因 3.17 1.10 .63 8, 9
Ⅴ　強制的要因 3.12 1.38 .57 14, 15
Ⅵ　規範的要因 3.08 1.41 .87 16, 17
Ⅶ　模倣的要因 4.37 1.06 .32 19, 20














 独立変数を決定要因、従属変数を設立時の各下位尺度得点とする対応のある 1 要因の分
散分析を行った。検定の結果、7 つの因子の平均値は、統計的に有意な差があることが認
められた（F (6, 252) = 21.44, p < .001）。主効果が 0.1% 水準で有意であったので、
Bonferroni 方法（p < .05）による多重比較を行なった。多重比較の結果を図表 5-8 に示す。 
多重比較の結果で効率性の基準による決定要因をみると、第Ⅰ因子の所有優位の平均値
は、ほかのすべての決定要因に対しい有意に大きい。効率性の基準による決定要因である 




 図表 5-8 韓国企業の海外子会社設立に関する決定要因の多重比較 
決定要因
Ⅰ　所有優位 § .85 * .87 * 1.94 *** 2.00 *** 2.04 *** .74 *
Ⅱ　立地優位 .02 1.09 *** 1.15 ** 1.19 *** -.10
Ⅲ　内部化優位 1.07 ** 1.13 ** 1.16 ** -.13
Ⅳ　学習要因 .06 .09 -1.20 ***
Ⅴ　強制的要因 .03 -1.26 ***
Ⅵ　規範的要因 -1.29 ***
Ⅶ　模倣的要因
a. n  = 43
b. * p  < 0.05, ** p  < 0.01, *** p  < 0.001
―



















































倣的要因は、効率性の基準と同程度重要視される」とした仮説 8a は支持された。 
 

















































る決定を行う際、所有優位 ＞ 模倣的要因 ≒ 立地優位 ≒ 内部化優位 ＞ 学習要因 ≒ 















                                                   




















第 3節 海外子会社撤退の決定要因 
 









































                                                   
59 詳細は第 3 章を参照されたい。 
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子分析で抽出されたと 7 因子とそれに含まれる質問項目を援用する。 
 
1）効率性の基準 

























** .18 .22 .38 * .37 * .12 .37 * .29 † .30 † .40 ** .76 ***
2 当該海外子会社の主力製品が、本社の主力製品の優位性
を生かせなくなった時 .35
* .25 .40 ** .40 ** .21 .43 ** .36 * .28 † .52 *** .65 ***
3 当該海外子会社の主力製品が、現地のほかの企業の製品
に対し、競争力をもたなくなった時 .53
*** .39 ** .38 * .12 .35 ** .02 .36 * .33 * .12
4 進出国での、同業他社との競争が激しくなった時
.35 * .32 * .02 .20 .25 .13 .19 .20
5 進出国の経済が低迷し、市場としての魅力がなくなった時
.49 ** .21 .46 ** .22 .19 .34 * .36 *
6 進出国の物価が高騰し、賃金や地代などの固定費の負担
が大きくなった時 .30
† .44 ** .18 .39 ** .35 * .38 *
7 当該海外子会社が進出している地域に、同業他社や関連
企業があまりないため、効率が悪くなった時 .42

















a.  n  =43


























** -.07 .42 ** .41 ** .29 † .17 .40 ** .29 †
14 本社のグループ企業や株主からの撤退要請を受けた時
.36 * .37 * .66 *** .41 ** .11 .19 .12
15 その国で取引していた企業が撤退、または、ほかの国・地域




*** .14 .22 .37 * .30 *
17 顧問や経営コンサルタントから、当該地域から移転・撤退し
たほうがいいとの見解を示された時 .55
*** .33 * .47 ** .29 †
18 カントリーリスクなどの理由で、当該地域から撤退する企業
が増加した時 .49







a.  n  =43














































図表 5-13 各因子の構成、平均と標準偏差 
決定要因 M SD α 質問項目番号
Ⅰ　所有優位 2.58 1.34 .90 1, 2
Ⅱ　立地優位 3.79 1.18 .51 4, 5
Ⅲ　内部化優位 2.99 1.12 .48 10, 11
Ⅳ　学習要因 2.31 0.84 .74 8, 9, 7
Ⅴ　強制的要因 2.91 1.36 .64 13, 14
Ⅵ　規範的要因 2.47 1.14 .71 17, 16
Ⅶ　模倣的要因 3.15 1.25 .86 20, 19, 21















められた（F (6, 252) = 11.59, p < .001）。主効果が 0.1% 水準で有意であったので、
Bonferroni 方法（p < .05）による多重比較を行なった。多重比較の結果を図表 5-14 に示
す。 
多重比較の結果で効率性の基準による決定要因をみると、第Ⅰ因子の所有優位の平均値 





図表 5-14 韓国企業の海外子会社撤退に関する決定要因の多重比較 
決定要因
Ⅰ　所有優位 § -1.21 *** -.41 .27 -.33 .12 -.57
Ⅱ　立地優位 .80 ** 1.48 *** .88 ** 1.33 *** .64
Ⅲ　内部化優位 .68 ** .08 .52 -.16




a. n  = 43
b. * p  < 0.05, ** p  < 0.01, *** p  < 0.001
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ
―
c. § たとえば、-1.21とは、縦軸の第Ⅰ因子である所有優位の平均値の分散から横軸の第Ⅱ因子











































される」とした仮説 8b は支持されたといえる。 
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第 4節 海外子会社設立と撤退の決定要因比較 
 
本節では、第 1 節で提起された以下の仮説を検証する。 
 








された 7 つの因子、ならびに撤退に関する決定要因を検討するため本章の第 3 節で抽出さ












2.  分析結果 
 韓国の製造企業を対象に行ったアンケート調査から、海外への海外子会社設立時に意識
する決定要因および海外子会社の撤退時に意識する決定要因に関する下位尺度得点として
の要因別の平均と標準偏差を図表 5-16 に示す。 
なお、海外子会社設立時と撤退時時における決定要因の差を検討するため、決定要因の
各下位尺度得点について、ｔ検定を行った。その結果、第Ⅰ因子の所有優位（t = 11.47, df 
= 42, p < .001）、第Ⅱ因子の立地優位（t = 3.17, df = 42, p < .01）、第Ⅲ因子の内部化優位
（t = 4.55, df = 42, p < .001）、第Ⅳ因子の学習要因（t = 4.51, df = 42, p < .001）、第Ⅵ因
子の規範的要因（t = 2.97, df = 42, p < .01）、第Ⅶ因子の模倣的要因（t = 5.21, df = 42, p 
< .001）において、撤退時より海外子会社設立時において有意に高い得点を示した。一方、
第Ⅴ因子の強制的要因においては、海外子会社設立時と撤退時における有意な差はみられ
なかった（t = 0.76, df = 42, n.s.）。 
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図表 5-16 韓国企業の海外子会社設立と撤退の決定要因の平均と標準偏差 
M SD M SD
Ⅰ　所有優位 5.12 0.97 2.58 1.34 11.47 ***
Ⅱ　立地優位 4.27 1.15 3.79 1.18 3.17 **
Ⅲ　内部化優位 4.24 1.27 2.99 1.12 4.55 ***
Ⅳ　学習要因 3.17 1.10 2.31 0.84 4.51 ***
Ⅴ　強制的要因 3.12 1.38 2.91 1.36 0.76
Ⅵ　規範的要因 3.08 1.41 2.47 1.14 2.97 **
Ⅶ　模倣的要因 4.37 1.06 3.15 1.25 5.21 ***
a. n  = 43














設立撤退の主効果は F (1, 42) =85.60 (p < .001)、意思決定の要素の主効果は F (6, 252) = 
20,73, p < .001）で有意であった。設立撤退と決定要因の交互作用においても、0.1％水準









図表 5-17 韓国企業の海外子会社設立と撤退に関する決定要因の分散分析 
設立撤退 158.39 85.60 ***
決定要因 150.40 20.73 ***
設立撤退 * 決定要因 75.94 12.96 ***
a. n  = 43













効果の仮定が成り立っていた。単純主効果は F (6, 252) = 21.43 (p < .001)で有意な差があ
ること確認示された。そこで、Bonferroni の方法を用いて進出による多重比較を行った。 
また、海外子会社の撤退における決定要因の単純主効果で、Mauchly の単純主効果の仮























図表 5-19 韓国企業の海外子会社設立と撤退の単純主効果 
設立時の所有優位 vs. 撤退時の所有優位 設立時 > 撤退時 131.58 ***
設立時の立地優位 vs. 撤退時の立地優位 設立時 > 撤退時 10.02 **
設立時の内部化優位 vs. 撤退時の内部化優位 設立時 > 撤退時 20.69 ***
設立時の学習要因 vs. 撤退時の学習要因 設立時 > 撤退時 20.34 ***
設立時の強制的要因 vs. 撤退時の強制的要因 n.s. 0.58
設立時の規範的要因 vs. 撤退時の規範的要因 設立時 > 撤退時 8.80 **
設立時の模倣的要因 vs. 撤退時の模倣的要因 設立時 > 撤退時 27.19 ***
a. n  = 43








42) = 131.58 (p < .001)で有意な差がみられた（設立時の所有優位 ＞ 撤退時の所有優位）。
立地優位における設立撤退の単純主効果は、F (1, 42) = 10.02 (p < .01)で有意な差がみら
れた（設立時の立地優位 ＞ 撤退時の立地優位）。内部化優位における設立撤退の単純主効
果は、F (1, 42) = 20.69 (p < .001)で有意な差がみられた（設立時の内部化優位 ＞ 撤退時
の内部化優位）。学習要因における設立撤退の単純主効果は、F (1, 42) = 20.34. (p < .001)
で有意な差がみられた（設立時の学習要因 ＞ 撤退時の学習要因）。このことから、「効率
性の基準において、設立の決定要因が低くなった場合、企業は撤退しようとする」とした
仮説 9k は支持されなかった。 
正当性の基準による決定要因をみると、強制的要因における設立撤退の単純主効果は、
F (1, 42) = 0.58 (n.s.)で有意であるとはいえなかった。規範的要因における設立撤退の単
純主効果は、F (1, 42) = 8.80 (p < .01)で有意な差がみられた（設立時の規範的要因 ＞ 撤
退時の規範的要因）。模倣的要因における設立撤退の単純主効果は、F (1, 42) = 27.19 (p 
< .001)で有意な差がみられた（設立時の模倣的要因 ＞ 撤退時の模倣的要因）。このこと
から、「正当性の基準において、設立の決定要因が低くなった場合、企業は撤退しようとす
る」とした仮説 10k は支持されなかった。 
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一方、海外事業からの撤退に関する意思決定についてみると、分析の結果は、立地優位 ≒  





























第 6 章  日韓企業の海外子会社設立と撤退の決定要因の比較分析 
 



















































仮説 15a 海外子会社の設立に関して、正当性の基準による 3 つの要因（強制、規範、
模倣）において、日本と韓国の間では、差がみられる。 
仮説 15b 海外子会社の撤退に関して、正当性の基準による 3 つの要因（強制、規範、
模倣）において、日本と韓国の間では、差がみられる。 
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要因のデータは、第 4 章と第 5 章での分析で用いたデータと同様のものを利用する。有効
なサンプル数は、日本企業を対象にした配票調査から回収された 193 件と、韓国企業を対

























図表 6-1 日韓企業の海外子会社設立の決定要因の平均と標準偏差 
（効率性の基準） 
M SD M SD
Ⅰ　所有優位 5.25 0.78 5.12 0.97 .96
Ⅱ　立地優位 4.55 1.12 4.27 1.15 1.51
Ⅲ　内部化優位 3.50 1.19 4.24 1.27 -3.64 ***
Ⅳ　学習要因 2.90 1.08 3.17 1.10 -1.51
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）
t  値










第 3節 分析結果 
 
1.  日韓企業の海外子会社設立の決定要因の比較分析 
（1）効率性の基準 
効率性の基準による意思決定の各要因の平均と標準偏差を図表 6-1 に、そのパターンを

















図表 6-3 日韓企業の海外子会社設立に関する決定要因の分散分析 
（効率性の基準） 
SS 調整済みdf MS
国籍 3.14 1    3.14 2.56
決定要因 344.43 2.76 124.96 103.00 ***
国籍 * 決定要因 22.39 2.76 8.12 6.70 ***
Total 369.97 5.51 136.23
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）







において有意な差がみられ（t = -.3.64, df = 234, p < .001）、韓国企業のほうが日本企業よ
り高い得点を示した。 
独立変数を国籍、従属変数を企業の海外子会社設立の意思決定に関する効率性の基準に
よる各下位尺度得点とした 2 要因混合計画の分散分析を行った。その結果、Mauchly の単
純主効果の仮定が成り立たなかったので、Greenhouse-Geisser の方法により自由度を修
正し検定を行ったところ、決定要因の主効果（F (2.76, 644.99) = 103.00, p < .001）、国籍












図表 6-4 日韓企業の海外子会社設立に関する決定要因の多重比較 
（効率性の基準） 
立地優位 vs. 所有優位 立地優位 < 所有優位 立地優位 < 所有優位
内部化優位 vs. 所有優位 内部化優位 < 所有優位 内部化優位 < 所有優位
学習要因 vs. 所有優位 学習要因 < 所有優位 学習要因 < 所有優位
内部化優位 vs. 立地優位 内部化優位 < 立地優位
学習要因 vs. 立地優位 学習要因 < 立地優位 学習要因 < 立地優位
学習要因 vs. 内部化優位 学習要因 < 内部化優位 学習要因 < 内部化優位
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）






図表 6-5 海外子会社設立に対する決定要因の日韓比較 
（効率性の基準） 
日本企業 vs. 韓国企業 ― ― 日本 < 韓国 ―
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）




的優位要因（仮説 11a）、立地特殊的優位要因（仮説 12a）、内部化優位要因（仮説 13a）、
学習要因（仮説 14a）が大きい」とした仮説 11a、仮説 12a、仮説 13a、仮説 14a は支持
されなかった。 
なお、日本企業における決定要因の単純主効果および韓国企業における決定要因の単純
主効果は 0.1%水準で有意であった（F (3, 702) = 191.50, p < .001; F (3, 702) = 24.21, p 
< .001）。 
日本企業と韓国企業における決定要因の多重比較と、決定要因における国籍の比較の結




図表 6-6 日韓企業の海外子会社設立の決定要因の平均と標準偏差 
（正当性の基準） 
M SD M SD
Ⅴ　強制的要因 3.22 1.34 3.12 1.38 .47
Ⅵ　規範的要因 3.65 1.06 3.08 1.41 2.49 *
Ⅶ　模倣的要因 3.88 1.10 4.37 1.06 -2.68 **
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）











図表 6-7 に示す。 
日韓企業における海外子会社設立の決定要因の差を検討するため、正当性の基準による
決定要因の各下位尺度得点について、t 検定を行った。その結果、第Ⅵ因子の規範的要因
（t = 2.49, df = 234, p < .05）については、日本企業が韓国企業より有意に高い得点を示し、














図表 6-8 日韓企業の海外子会社設立に関する決定要因の分散分析 
（正当性の基準） 
SS 調整済みdf MS
国籍 0.37 1    0.37 0.19
決定要因 71.62 1.94 36.90 31.01 ***
国籍 * 決定要因 19.92 1.94 10.26 8.62 ***
Total 91.90 3.88 47.53
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）







各下位尺度得点とした 2 要因混合計画の分散分析を行った。その結果、Mauchly の単純主
効果の仮定が成り立たなかったので、Greenhouse-Geisser の方法により自由度を修正し
検定を行ったところ、決定要の主効果（F (1.94, 454.19) = 31.01, p < .001）、国籍と決定





企業のほうが韓国企業より高く（F (1, 234) = 8.86, p < .01）、模倣的要因は韓国企業のほ
うが日本企業より高かった（F (1, 234) = 7.17, p < .01）。強制的要因における国籍要因は、





る」とした仮説 15a が部分的に支持されたことになる。 
なお、日本企業における決定要因の単純主効果および韓国企業における決定要因の単純 
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図表 6-9 日韓企業の海外子会社設立に関する決定要因の多重比較 
（正当性の基準） 
規範的要因 vs. 強制的要因 規範的要因 > 強制的要因
模倣的要因 vs. 強制的要因 模倣的要因 > 強制的要因 模倣的要因 > 強制的要因
模倣的要因 vs. 規範的要因 模倣的要因 > 規範的要因
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）







図表 6-10 海外子会社設立に対する決定要因の日韓比較 
（正当性の基準） 
日本企業 vs. 韓国企業 ― 日本 > 韓国 日本 < 韓国






主効果が 0.1%水準で有意であった（F (2, 468) = 18.39, p < .001; F (2, 468) = 20.13, p 
< .001）。 
日本企業と韓国企業における決定要因の多重比較と、決定要因における国籍の比較の結 
果は、図表 6-9 と図表 6-10 に示すとおりである。 
 
2.  日韓企業の海外子会社撤退の決定要因の比較分析 
（1）効率性の基準 
効率性の基準による意思決定の各要因の平均と標準偏差を図表 6-11 に、そのパターンを
図表 6-12 に示す。 
日韓企業における海外子会社撤退の決定要因の差を検討するため、効率性の基準による
決定要因の各下位尺度得点について、t 検定を行った。その結果、第Ⅰ因子の所有優位に
おいてのみ有意な差がみられ（t = 3.98, df = 234, p < .001）、日本企業のほうが韓国企業
より高い得点を示した。 
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図表 6-11 日韓企業の海外子会社撤退の決定要因の平均と標準偏差 
（効率性の基準） 
M SD M SD
Ⅰ　所有優位 3.47 1.32 2.58 1.34 3.98 ***
Ⅱ　立地優位 3.56 1.12 3.79 1.18 -1.19
Ⅲ　内部化優位 3.16 1.02 2.99 1.12 1.00
Ⅳ　学習要因 2.34 0.85 2.31 0.84 .19
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）
決定要因
日本企業 韓国企業









よる各下位尺度得点とした 2 要因混合計画の分散分析を行った。その結果、Mauchly の単
純主効果の仮定が成り立たなかったので、Greenhouse-Geisser の方法により自由度を修
正し検定を行ったところ、決定要因の主効果（F (2.73, 637.54) = 46.96, p < .001）、国籍
















図表 6-13 日韓企業の海外子会社撤退に関する決定要因の分散分析 
（効率性の基準） 
SS 調整済みdf MS
国籍 6.59 1    6.59 3.17 †
決定要因 129.25 2.72 47.44 46.96 ***
国籍 * 決定要因 24.13 2.72 8.86 8.77 ***
Total 159.97 5.45 62.89
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）





図表 6-14 日韓企業の海外子会社撤退に関する決定要因の多重比較 
（効率性の基準） 
立地優位 vs. 所有優位 立地優位 < 所有優位
内部化優位 vs. 所有優位 内部化優位 < 所有優位
学習要因 vs. 所有優位 学習要因 < 所有優位
内部化優位 vs. 立地優位 内部化優位 < 立地優位 内部化優位 < 立地優位
学習要因 vs. 立地優位 学習要因 < 立地優位 学習要因 < 立地優位
学習要因 vs. 内部化優位 学習要因 < 内部化優位 学習要因 < 内部化優位
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）









図表 6-15 海外子会社撤退に対する決定要因の日韓比較 
（効率性の基準） 
日本企業 vs. 韓国企業 日本 > 韓国 ― ― ―

















学習要因（仮説 14b）が高い」とした仮説 12b、13b、14b は支持されなかった。 
なお、日本企業における決定要因の単純主効果および韓国企業における決定要因の単純
主効果は 0.1%水準で有意であった（F (3, 702) = 65.41, p < .001; F (3, 702) =19.50, p 
< .001）。 
日本企業と韓国企業における決定要因の多重比較と、決定要因における国籍の比較の結




図表 6-17 に示す。 
日韓企業における海外子会社撤退の決定要因の差を検討するため、正当性の基準による
決定要因の各下位尺度得点について、t 検定を行った。その結果、第Ⅴ因子の強制的要因
においてのみ有意な差がみられ（t = 3.59, df = 234, p < .001）、日本企業のほうが韓国企
業より高い得点を示した。 
独立変数を国籍、従属変数を企業の海外子会社設立の意思決定に関する正当性の基準に
よる各下位尺度得点とした 2 要因混合計画の分散分析を行った。その結果、Mauchly の単
純主効果の仮定が成り立たなかったので、Greenhouse-Geisser の方法により自由度を修
正し検定を行ったところ、決定要因の主効果（F (1.89, 442.50) = 47.08, p < .001）、国籍
と決定要因の交互作用（F (1.89, 442.50) = 15.51, p < .001）が認められた（図表 6-18）。 
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図表 6-16 日韓企業の海外子会社撤退の決定要因の平均と標準偏差 
（正当性の基準） 
M SD M SD
Ⅴ　強制的要因 3.70 1.11 2.91 1.36 3.59 **
Ⅵ　規範的要因 2.45 0.85 2.47 1.14 -.08
Ⅶ　模倣的要因 3.02 0.94 3.15 1.25 -.64
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）





























図表 6-18 海外子会社の撤退に関する決定要因の分散分析 
（効率性の基準） 
SS 調整済みdf MS
国籍 4.96 1    4.96 2.47
決定要因 54.26 1.89 28.69 47.08 ***
国籍 * 決定要因 54.26 1.89 28.69 47.08 ***
Total 113.48 3.78 62.34
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）





図表 6-19 日韓企業の海外子会社撤退に関する決定要因の多重比較 
（正当性の基準） 
規範的要因 vs. 強制的要因 規範的要因 > 強制的要因 強制的要因 < 強制的要因
模倣的要因 vs. 強制的要因 模倣的要因 > 強制的要因
模倣的要因 vs. 規範的要因 模倣的要因 > 規範的要因 模倣的要因 > 規範的要因
a. n  = 236 （日本企業 n  = 193, 韓国企業 n = 43）







図表 6-20 海外子会社撤退に対する決定要因の日韓比較 
（正当性の基準） 
日本企業 vs. 韓国企業 日本 > 韓国 ― ―















主効果は 0.1%水準で有意であった（F (2, 468) = 131.67, p < .001; F (2, 468) = 8.93, p 
< .001）。 
日本企業と韓国企業における決定要因の多重比較と、決定要因における国籍の比較の結
果を、図表 6-19 と図表 6-20 に示す。 
 


















































































図表 6-21 日韓企業の海外子会社設立における決定要因の比較 
 
 









































る 1 つの要因だけに左右されるわけではない。本章での分析では 7 つの決定要因を比較し
ている。学習要因は日本企業と韓国企業の撤退の意思決定にもっとも影響を与えないかも
しれないが、ほかの 6 つの決定要因が相互補完的に作用すると考えられる。 
 
 
第 7 章  結  論 
 
第 1節 本論文のまとめ 
 


















































 以上のように、第 2 章で検討した理論は、海外子会社の設立について、効率性の視点に
立脚し議論されることが確認できる。 















































第 5 章では、第 3 章での分析モデルに基づき、現に海外子会社を設立し操業中の韓国製
造企業を対象に、配票調査を行った。分析のデータは、日本企業に対する配票調査と同一










































図表 7-1 本論文における仮説の検証結果 
章　節 支持の可否








第4章 第4節 仮説 9j ×
仮説 10j △








第5章 第4節 仮説 9k ×
仮説 10k ×

























 最後に、本論文の研究課題で導出された仮説に対する検証の結果を図表 7-1 に示す。 
 
第 2節 本論文の独創性とインプリケーション 
 






つの点に集中されているところにある63。1 つ目は、本論文の第 2 章で検討した先行研究
をはじめとするこれまでの理論と実証研究のほとんどが、経済性あるいは効率性の視点に





                                                   
63 企業の国際ビジネス活動に関する研究の傾向については、金（2014）に基づく。 
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（Boddewyn & Torneden, 1973: 28）、海外子会社設立には撤退の可能性がつきまとうもの






























特定の視点 1 つだけで説明すべきではないかもしれない。 
 なお、日本企業と韓国企業に対する実証分析の結果からは、海外子会社設立において、
日韓企業とも効率性の基準による決定要因である所有優位の要因をもっとも強く意識する


















































 第 3 に、本論文の実証分析の結果に基づけば、日本企業と韓国企業は、海外子会社の設
立と撤退について、実際、効率性の基準と正当性の基準による意思決定を行うことが示さ
れた。 




















































































論文における限界と今後の課題として次の 5 点をとりあげる。 
第 1 に、分析のための概念の操作化の問題である。 
前節の図表 7-2 に示すように、本論文は 4 現象の考察と分析を試みたが、これまでこの
ような先行研究は行われていない。先行研究が集中している図表 7-2 の①の領域、すなわ
ち海外子会社設立に関する既存研究のほとんどは、パネル・データを用いて行われている66。













第 2 に、分析上の問題として、企業属性などを考慮しなかったことである。 
海外子会社の設立と撤退は、場合によっては企業の生存を左右する重要な意思決定の 1
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